住まい
　社会福祉法人福岡市手をつなぐ育成会　　理事長　　花田　敏秀
　今号のテーマは「住まい」です。知的障がいのある人の住まい方についてはこれまで一貫して親や兄弟と自宅で同居しているケースが圧倒的多数を占めてきました。少し古いのですが2016年に厚生労働省が調査した結果では92％の人が親との同居となっています。これでは住まい方など議論の外ではないかとの意見が聞こえそうですが、わずかではありますがGHほかの人も増えてきています。「住まい」ということでいえば、自宅で親や兄弟と同居、GH、入所施設、独立してアパートで暮らす等が思い浮かぶのではないでしょうか。それぞれについて少し見ていきましょう。
自宅の場合、本人も精神的に落ち着き特別のことがなければ障害基礎年金の収入の範囲で何とか生活できそうです。しかし問題は家族がいなくなった時です。親や家族がいなくなった時いわゆる「親亡き後」の問題が直ちに発生します。
次に、最近施設入所者数を上回って増加傾向が顕著なGHです。これについては少し詳しく見ていきます。GHには大きく分けて3つの類型があります。一つ目は「介護サービス包括型」です。これは、GHでの支援に必要な職員を、すべて自らの事業所で採用して運営するタイプです。二つ目は「外部サービス利用型」です。GHでの支援のうち、入浴やトイレの介助などについては職員を外部の居宅介護事業所から派遣してもらい運営するタイプです。三つ目は「日中サービス支援型」です。高齢期を迎えた障害者や、医療的ケアが必要な重度障害者などを対象としています。GHにはいくつかの特例があります。その中の一つは居宅介護の個別利用に関する特例です。着かえや身支度、入浴や食事の介助等の個別性の高い支援を、個別に契約したヘルパーが対応するものです。但し対象者は限定されています。もう一つはサテライト型住居です。これはＧＨから独立を目指す人を対象にしています。概ね3年を上限にＧＨとしての支援を受けながら一人暮らしを体験するためワンルームマンションなどで暮らすことができるものです。ＧＨは株式会社等の参入も多く、最近急激に増加しています。利用する場合は見学したり体験利用したりしてよく情報を収集することが大切です。利用料はおおむね年金の額に設定されている所が多いようですが、小遣いの分が不足となります。この点も良く調べておいた方が良いでしょう。
　三つ目に入所施設です。入所施設で暮らす人は12万8442人（2019年10月現在）です。入所施設の弊害が言われていますが、利用者そのものは大きく減ってはいません。30数年前、日本でもノーマライゼーションが言われ始めたころ、県社協と清水基金の厚意でイギリスのGHを見学する機会がありました。数人の知的障がい者が地域のアパートで生活する姿を見て驚愕したことを昨日のことのように覚えています。当時は私も翻って日本ではとよく言っていましたが、入所施設はさまざまな事情で必要だから残っているのだと最近では思うようになりました。理想は追いかけなければなりませんが、今現実に生活に困難を抱えている知的障がい者やその保護者の目の前の問題を解決することも現場の実践者である私たちには必要です。
最後に地域で一人または配偶者等との暮らしです。これは現在のところ極端に少ない現状です。しかしできるなら、いろいろな支援を受けながら親亡き後も自宅で、あるいはアパートで暮らすことがやはり理想の姿です。これを実現するためには相談支援事業所や成年後見制度などの充実が欠かせません。
福祉制度全般に言えることですが「親が成人したわが子の面倒を見ることができる間は見る」を原則とするという家族依存の考え方が見直されない限り、障害者権利条約（第19条自立した生活及び地域社会への包容）にあるように「誰と何処で生活するかを選択する権利」がかかげる理想はなかなか実現できません。また成年後見制度はその使い勝手の悪さを早急に改善する必要があります。今後の「育成会だより」では親亡き後の問題の中で成年後見制度についても取り上げてみたいと思います。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
